予算要求資料
平成27年度当初予算 支出科目 款：民生費 項：社会福祉費 目：身体障害者更生相談所費
	事業名　身体障がい者更生相談事業費　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　健康福祉部　身体障害者更生相談所　管理調整担当　電話番号：058-231-9715
　　　　　　　　　　　E-mail：c22201@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　    902千円（前年度予算額：    900千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	900

	要求額
	902
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	902

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・経緯
  　　 身体障害者更生相談所は、身体障害者福祉法第11条の規定により都道府県に設置しなければならない機関として、法に基づき昭和26年2月設置された。

　　   相談所では、身体障害者の医学的、心理学的、職能的判定を行うとともに、更生医療の判定、補装具の処方・適合の判定を行っている。また、県下各地域を巡回して、身体障害者の相談等を実施している。　
・事業目的

ａ巡回相談事業

　   障がいの状況や地理的理由により、更生相談所に直接来所できない者に不利益が生じないよう、県内全ての地域の身体障がい者が、等しく更生し自立する機会を得ることを目的とする。

　   身体障がい者が直面している問題について、更生援護に必要な総合的相談に応じ、当該障がい者の更生の方途を指導し、社会的更生に必要な指導助言を行い、援護の万全を期することを目的とする。

ｱｂ地域リハビリテーション推進事業

障がいのある人々およびその家族が、住み慣れた所でそこに住む人々と共に、生涯安全にいきいきとした生活が送れるよう、地域におけるリハビリテーションの充実、強化を図ることを目的とする。
このため、更生相談所が専門的技術的中枢として、福祉、医療、保健等の各関係機関相互間の有機的連携を図ることにより、身体障がい者に対する一貫したリハビリテーション活動を推進する。
（２）事業内容

  ａ 巡回相談事業

    　・関係機関の協力のもとに医師、看護師、理学療法士等が県内各地を巡回し、医学的判定（補装具の処方及び適合判定）及び心理学的、職能的判定を行うとともに、身体障がい者の更生を促すのに必要な各種相談を行う。

・巡回相談班編成

      　　審査班（医師・看護師・理学療法士）

        　    整形外科の専門家による医学的判定指導及び補装具の要否判定、処方適合判定を行う。

相談班（相談所職員・市町村福祉担当者）

　　   　　　 更生医療、補装具、生活一般等に関する各種相談に対し適切な指導を行う。

ｂ 地域リハビリテーション推進事業

　　  ・身体障がい者福祉担当職員研修会 （１回／年）

　　　　対象：市町村・県振興局福祉課職員

　　　　　　　　　　　　内容：身体障害者手帳交付事務、補装具給付制度の事務手続、更生医療制度
  　  ・身体障がい者福祉関係職員圏域研修会（５圏域各１回／年、計５回／年）

　　　　　　　ｱ対象：身体障がい者福祉行政に従事する市町村、更生援護施設の職員・保健師・介護福祉士、民生委員等
　　 　ｱ内容：脳血管障害のリハビリ・ストーマケア・聴覚障がいと補聴器・透ｱ析療法と取り巻く環境・義肢装具等
（３）県負担・補助率の考え方

　　・県10/10
（４）類似事業の有無
    ・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　　310
	巡回相談会場および圏域研修会場への移動等にかかる費用

	需用費
	    192
	巡回相談および圏域研修開催準備等にかかる費用

	役務費
	     45
	医師への案内文書送付等にかかる費用

	その他
	    355
	圏域研修会場使用にかかる費用　講師支払にかかる費用等

	合計
	    902
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　（長期構想上の位置づけ）

　　Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　　　　　３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由

	身体障がい者の方の福祉の向上のために継続して実施している事業であることから指標は設定できません。


（平成26年度の取組）

	各福祉事務所等との調整により年間２１回、その地域において身体障がい者ご本人等と面談し相談や判定を行っています。また、県内のリハビリテーション関係機関に従事する職員の育成に必要な研修を行っています。
平成２５年度実績

  　 　ａ 巡回相談（平成２５年度実績）

　  　     整形外科　　　２１回実施 

　　　　    相談指導件数　２２６件

　　　　　　　　　（補装具221件､更生医療1件、身障手帳3件､その他1件）
    　　　　判定書交付件数　１５４件

　　　 ｂ 地域リハビリテーション推進事業

　　      　　身体障がい者福祉担当職員研修会　　

　　　　　　　　岐阜市で実施    ７７人参加

　　　　　　身体障がい者福祉関係職員圏域研修会

　　　　　　　　岐阜市･大垣市･可児市･土岐市･高山市で実施　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　延べ１９６名参加


（平成25年度の成果）

	巡回相談事業については、例年２２０名前後の身体障がい者の方に対して相談や判定を行っており、当所（岐阜市）に来所することが困難な方々に役立っています。

また地域リハビリテーション推進事業に関しても、岐阜地区での担当職員研修および５圏域での関係職員研修を通じて、地域におけるリハビリテーション関係職員の資質向上が図られています。

今後も各事業とも実施希望は多く寄せられると思われますので継続して実施することにより、身体障がい者の方の福祉の向上に役立つことが見込まれます。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
   ◯
	身体障害者福祉法では、巡回相談事業およびリハビリテーション事業は身体障害者更生相談所（県）が行うことができるとされており、県が主体となって実施している事業です。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
　 ◯
	　身体障がい者が適切なサービスを受けることができており、身体障がい者の方にとって有効性のある事業です。

　また研修を通じて障がい者をとりまく福祉関係者の資質向上が図られ、身体障がい者の方にとって有効性のある事業です。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
   ◯
	　巡回相談の希望が多いなか、希望日や場所の変更（集約）を行うことにより効率化を図っています。

　研修終了後にアンケートを行い、その地域等で何の知識が求められているかを把握し、次年度の研修計画に役立てています。


（今後の課題）

	巡回相談の実施の希望は、市町村や施設等から多く寄せられており、今後ともそれらの要望に的確に対応していくことが求められています。このため市町村及び関係機関と事前調整をより綿密に行い効率的な巡回相談を行うようにします。


（次年度の方向性）
	ａ 巡回相談事業

 ・計画の策定にあたって、開始年度前から、市町村及び関係機関と十分 

 協議のうえ、積極的な協力を求め、身体障がい者の方のニーズを踏まえ
 た充実した事業に取り組みます。

 ・実施にあたって、実効性を高めるため、市町村及び関係機関との緊密
 な協力体制を確保していきます。

ｂ 地域リハビリテーション推進事業

 ・引き続き市町村担当職員やリハビリテーション関係機関に従事する職  

 員の資質向上に必要な研修を充実させていきます。


